
 

 

                  

平成２８年４月１日 

 内閣府沖縄担当部局                         

 

 

 
１．事業の概要 

   沖縄県及び北部市町村の要望に基づき、定住条件の整備、産業の振興に

資する事業を実施。 

 

２．今回配分の状況（国費ベース） 
                                       

 

 
 
 
 

※詳細は別添資料のとおり 
 

（参 考） 

＜予算計上＞ 

○沖縄北部連携促進特別振興事業費（非公共事業）    平成２８年度予算額２５.７億円 

・補助率：８／１０   

＜今回の配分の考え方＞ 

○沖縄県の均衡ある発展を図る観点から北部地域の振興に資する事業に対し配分する。 

○配分対象の事業は、北部１２市町村より北部地域の振興に資するものとして要望されたもの。 

＊問合せ先＊ 

政策統括官（沖縄政策担当）付 

（担当 高橋、末永） 

電話 ０３－６２５７－１６９３ 

FAX  ０３－３５８１－９７６１ 

 

 

平成２８年度北部振興事業の実施について（第１回） 

  

 非 公 共 事 業   

継 続 ２ 事 業 

 

今 回 配 分 額  １.８ 億 円 

 

 

 

      



資 料 

平成２８年度に実施する振興事業について 
 

平成２８年４月１日 
   

【非公共事業】 

 
 

（１） 定住条件の整備 

〔継続〕 

事   業   名 

（ 事 業 主 体 ） 
計 画 期 間 

２８年度事業費 

（うち国費） 

北部地域の安全・安心な定住条件整

備事業 

 

（北部広域市町村圏事務組合） 

平成２５年度 

～ 

平成２８年度 

１１２百万円 

（ ９０百万円） 

北部地域住民の定住化対策として、救急搬送活動や災害時の救援活動等を行う多目的

ヘリの運航支援を行う。また、行政や医療関係者、大学、住民組織等の連携による委員

会が策定した基本計画に基づき、定住条件整備プロジェクトの実施により安全・安心な

定住条件の整備を図る。 

 

 

（担当省庁） 

内閣府 

 

（２） 産業の振興 

〔継続〕 

事   業   名 

（ 事 業 主 体 ） 
計 画 期 間 

２８年度事業費 

（うち国費） 

北部連携物流拠点機能強化事業 

 

（本部町） 

平成２６年度 

～ 

平成２８年度 

１１２百万円 

（ ９０百万円） 

本部港の地理的優位性（北部市町村へのアクセス時間が 1 時間圏内）や港湾機能（大

型冷蔵庫、耐震バース等）を活かし、東京、阪神航路の確保に向けた実証運航を実施す

る。 

 

 

（担当省庁） 

内閣府 
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